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１．趣旨・目的
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 教育データ標準の今後（次年度以降）の更新等の在り方について、持続可能な仕組みを構築することを目指し、
必要な情報の収集と整理、検討を進めた。

 上記事項に向け、過去の標準化事業の振り返り、および関連動向の情報収集やステークホルダーとの意見交換を
実施した。

趣旨・目的（全体版）

教育データ標準の普及方策

現状
認識

• 教育データ標準は、これまで標準1.0～4.0とできる範囲から
順次策定、更新をしてきた一方、その進め方、すなわち標準
化する項目や情報収集先の選定については、毎年度ごとに検
討が行われてきた

• 次年度以降を見据えると、今後持続的に教育データ標準を進
めていくための更新等の在り方について検討が必要である

成果物 • 教育データ標準の策定・更新に係るプロセス・体制の在り方
案の取りまとめ

取りま
とめの
手法

【プロセスの洗い出し】
• 過去の標準化事業におけ

るプロセスの振り返り
• 日本の教育データ標準と

類似した検討におけるプ
ロセスに関する文献・ヒ
アリング調査

【必要な体制の検討】
• 日本の教育データ標準と

類似した検討における体
制に関する文献・ヒアリ
ング調査

• これまで教育データ標準の策定・更新を進めてきたが、活用
されるケースはまだまだ少ないように見受けられる

• 教育データ標準の持続可能な仕組みを構築するためには、策
定したデータ標準が普及し、活用される状況を構築する必要
がある。そのため、普及の障壁となりうる課題、および課題
解決に資する方策について整理する必要がある

• 教育データ標準のユースケース・活用例
• 教育データ標準普及の障壁となりうる課題
• 課題解決に資する方策案の取りまとめ

• 過去の標準化事業にて整理される普及に関する課題の振り返
り

• 活用実態、および普及の障壁となりうる課題を把握するため
の有識者ヒアリング・アンケート調査

今後の在り方（標準策定・更新の体制やプロセス）
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 過年度までに策定した教育データ標準項目を以下に示す。
 今後の在り方を検討する上で、適宜過年度の検討状況についても随時振り返りを行った。

趣旨・目的（過年度の教育データ標準）

標準化事業
ゴール

主体

内容

活動

2020年度（1.0）
主体情報、

内容情報の公開
2021年度（2.0）
主体情報の更新

2022年度（3.0）
主体情報の更新、
活動情報の公開

2023年度（4.0）
主体情報、内容情報、

活動情報の更新

学習指導要領
コードの公表

学校コードの公表 教育委員会コード
の公表

設置者情報の
公表

（GIFに準拠）

体力情報の公表

• 転学（公立小学校間・
中学校間）及び進学
（公立中学校から高等
学校）を行う際の必要
なデータ項目の整理

• 学校健康診断情報デー
タ標準の作成・公表

GIF動向等を踏まえた
メンテナンス、
学校コード更新

小・中学校範囲にお
ける「教科コード」

の作成・公表
（コード定義の更

新）

2024年度（5.0仮）
主体情報、内容情報、

活動情報の更新

GIF動向等を踏まえた
メンテナンス

（改訂箇所なしの見込み）

• 高等学校学習指導要録の
作成・公表

• 出欠情報の公表（本項目
は初等中等教育局事業に
て作成）

※他にも、xAPI形式
での学習行動記録の
標準化の検討も実施

高等学校段階の「教科・科目
コード」の作成・公表
（コード定義の更新）



１．趣旨・目的
1.1 更新体制の現状及び課題
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 教育データ標準は、これまで標準1.0～4.0とできる範囲から順次策定、更新をしてきた一方、その進め方、すなわ
ち標準化する項目や情報収集先の選定は、毎年都度検討してきた。

 次年度以降を見据え、今後持続的に教育データ標準を進めていくことを企図し、策定プロセスの定型化の整理や
より広くニーズを集めることができるような機能を有す体制の在り方について検討を行った。

更新体制の現状及び課題

限られた事業期間内で策定
作業を行うためステークホ
ルダーにて構成された
連絡協議会や事務局

各年度事業にて文部科学省
が対象項目を選定、連絡協
議会を中心に標準を策定

教育データの効果的な利活
用の事例も全国で徐々に積
み上がってきており、これ
まで以上に教育データ標準
に対するニーズが高まりつ
つあるため、より広くニー
ズを集める仕組みが必要

標準化の項目を都度検討し
てきたため、その検討・策

定プロセスも
都度判断してきたこともあ
り、策定作業の更なる効率

化が必要

これまでの標準化事業の
振り返り 主な問題意識 本報告書における課題

体
制

プ
ロ
セ
ス 持

続
的
な
教
育
デ
ー
タ
標
準

の
更
新
等
の
在
り
方
を
見
据
え
検
討

従来の体制もベースとしつ
つ、より広くニーズを集め
ることができるような機能
を有す体制の在り方を検討

策定プロセスの定型化の
整理の試行



１．趣旨・目的
1.2 普及方策の現状及び課題
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 従来も教育データ標準の策定・更新及びその情報周知は進められてきたが、活用されるケースが依然として少な
いという現状も窺える。

 教育データ標準における持続可能な仕組みを構築するためにも、策定したデータ標準が普及・活用される状況が
生み出されるような普及方策の検討が求められる。本事業では、策定した教育データ標準に対する実態及び普及
の障壁となる課題を把握し、課題解決に資する普及方策案を整理することを目指した。

普及方策の現状及び課題

策定した教育データ標準がどの
程度普及しているか、現状の実
態（ユースケース・活用例）の

把握

実態を把握した上で、教育デー
タ標準普及を企図する際、なぜ
活用されるケースが少ないのか、
障壁となっている課題の整理

諸外国事例等も踏まえ
課題解決に資する
普及方策案の整理

これまでの標準化事業の
振り返り 主な問題意識 本書における課題

策定・更新した標準化項目
について、文部科学省 教
育データ標準ウェブサイト
上にて情報更新・アップ
ロードし周知を実施

教育データ標準の活用実態が正
確に把握できていない

教育データ標準を事業者等が
活用するには複数の課題がある

のではないか

教育データ標準の普及を企図し
た効果的な事例の情報が不足し

ている

持
続
的
な
教
育
デ
ー
タ
標
準

の
更
新
等
の
在
り
方
を
見
据
え
検
討



２．調査内容
2.1 更新体制の在り方に関する調査
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 標準策定・更新の体制やプロセスの検討に資するインプット情報を収集すべく、国内における（教育分野以外
の）標準化の事例や、国外における（教育分野を中心とした）標準化の事例を参照。

 下記のようなインプットの中でも、ステークホルダーからの意見を広く収集する体制が整備されていることや、
公的機関が費用負担し組織運営を実施していることなど、既存の標準化事業も踏まえた体制検討に資する事例と
して、米国CEDS及びオランダEdustandaardの取組みを重点的に参照した。

2.1.1 文献調査（方針）

教育分野
 CEDS（米国における教育データ標準化に関する取組み）
 Edustandaard（オランダにおける官民連携の教育データ標準化団体）の取
組み

教育データ標準の策定・更新の検討に資するインプット一覧

非教育
分野

 経済産業省における標準化・認証政策
 情報通信技術委員会（TTC）における標準化プロセス
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• CEDSは、米国教育省が主導して開発し
ている教育データ標準化のフレームワー
ク（2010年にVer1がリリースされ、最
新はVer12）。州・学区・教育機関、関
連する標準規格を策定する民間団体、ベ
ンダー、研究者等多様なステークホル
ダーが参加できる体制を構築。

• CEDSは1年～2年間隔で更新（2020年以
降は年次更新）。

• CEDSの更新においては、Githubを活用
したコミュニティ（OSC：OPEN 
SOURCE COMMUNITY）が活用されて
おり、コミュニティにはステークホル
ダーが自由に参加することが可能。

• ステークホルダーや（ステークホルダー
によって構成された）ワーキンググルー
プがユースケースを提案し、コミュニ
ティ内で30日/60日/90日間のレビューが
実施され、反対が無ければCEDSに実装
される。

 複数ステークホルダーから要望・ニーズ等を広く募り検討を進めていく手法検討の参考事例として、米国CEDSを
参照した。

2.1.1 文献調査（結果）

 なお、ユースケースをステークホルダーから募り包括的なコミュニティで議論する体制（継続的に改善を実施す
る体制）が構築されたのは、2015年のVersion5以降。

• 基本的なデータの整備が中心であった初期段階では、現在の教育データ標準と同様に、政府機関や一部ステークホルダーが中
心となって更新を行っていた模様。

米国CEDSにおける更新・策定プロセス
申請主体による

既存ユースケースの確認

ユースケースの提出

CEDSチーム（事務局機
能）等と連携し
正式な提案を策定

コミュニティ内での
ユースケースレビュー

Step１

Step2

Step3

Step4

次回の更新に反映

引用元：CEDS Gitbook
https://cedstandards.gitbook.io/ceds-gitbook
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 CEDSにてユースケースを提出するまでには、「重複するユースケースが提出されていないか」「既存の標準で
既に定義されていないか」を申請主体が確認するステップが設けられており、事務局の負担を抑え効率的にレ
ビューができる仕組みが構築されている。

2.1.1 文献調査（結果）

申請主体による
既存ユースケースの確認

ユースケースの提出

CEDSチーム（事務局機
能）等と連携し
正式な提案を策定

コミュニティ内での
ユースケースレビュー

Step１

Step2

Step3

Step4

次回の更新に反映

CEDS上で申請を想定するユースケースと
重複するユースケースが

既に提出されていないか確認

CEDS上Webサイトにて
ユースケースを提出

重複が確認された場合は、
承認前の既出ユースケースに対して必要に応じ追加できる

既存の標準を調査し、
既に定義されていないか判断

調査対象として、CEDSより紹介される標準は以下の通り
•Access 4 Learning (A4L)
•Ed-Fi Alliance
•Postsecondary Electronic Standards Council (PESC)
•1EdTechConsortium
•Schema.org
•Human Resource (HR) Open Standards
•Dublin Core Metadata Initiative (DCMI)
•Learning Resource Metadata Innovation (LRMI)
•International Organization of Standardization (ISO)
•Institute of Electrical and Electronics Engineers (IEEE/I triple E)
•Credential Engine

（任意）ワークグ
ループの形成

（任意）既存ワー
クグループへの参

加

引用元：CEDS Open Source Community (GitHub)   （https://github.com/CEDStandards）
CEDS Community Events Website （https://ceds.communities.ed.gov/#program）

https://www.ed-fi.org/
https://www.pesc.org/
https://www.1edtech.org/
https://schema.org/
https://www.hropenstandards.org/standards-downloads
https://www.dublincore.org/schemas/
https://www.dublincore.org/specifications/lrmi/
https://www.iso.org/standards.html
https://standards.ieee.org/
https://credentialengine.org/
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 ユースケースの提出後に正式な提案を行うためには、複数の組織の協力によって提案内容を検討した上で、定め
られたテンプレートに沿って提案書を提出する必要がある。これらの仕組みによって、提案の内容や形式が担保
されている。

2.1.1 文献調査（結果）

申請主体による
既存ユースケースの確認

ユースケースの提出

正式な提案を策定

コミュニティ内での
ユースケースレビュー

Step１

Step2

Step3

Step4

次回の更新に反映

正式な提案書作成に向けて
少なくとも3つ※の組織の連携が必要

※elements proposalsの場合、3組織以上の協力が必要。
※別の標準化団体により既に作成されている標準・ユー
スケースを参照している場合は、協力を求められる組織
の数に制約はない。

正式な提案書テンプレートに合わせ記述、
提案提出

（必要に応じて）CEDSチーム、あるいはコミュ
ニティ主導のワークグループ※と調整し内容検討

CEDSチームにて提案内容を審査

※GitHubのCEDSオープンソースコミュニティに所属し
ていれば誰でもワークグループを設立可能。ワークグ
ループの目的（例：標準の更新）と範囲（例：高等教
育）を定め、同じ目的のワークグループが存在しないこ
とが確認されれば、コミュニティのイベントサイトに追
加される。月1回開催されるCEDSオープンソースコ
ミュニティの会議にて、ワークグループを発表し参加を
促すことも可能。

引用元：CEDS Gitbook （https://cedstandards.gitbook.io/ceds-gitbook）
CEDS Community Events Website （https://ceds.communities.ed.gov/#program）
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 GitHub※上で公開されているテンプレート（新たな要素に関する提案）は以下の通りである。
※ Githubは、GitHub社が提供するソフトウェア開発プラットフォームである。GitHubにソースプログラムをアップすることで、他のプログラマー
へのソースプログラムの共有や、履歴を残しつつの作業・変更が可能となり、ソフトウェアの複数世代のバージョンの管理や閲覧ができる。

2.1.1 文献調査（結果）

ユースケースに関する情報
（リポジトリ/番号/タイトル）

提案内容
（要素名/定義/形式/注意点等）

背景となる情報
（要素名や定義等の決定方法、関連するWebサ

イトや標準化団体のリンク等）

提案するソリューションとユースケースの関係
（元々のユースケースの課題及び提案がその課

題をどのように解決するか）

他の標準に関する情報
（既存の標準の再発明でないことを説明）

注意事項
（その他記載したい事項等）

引用元：CEDS Open Source Community (GitHub)   
https://github.com/CEDStandards
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引用元：CEDS Gitbook
https://cedstandards.gitbook.io/ceds-gitbook

 事務局機能を有するCEDSチームの審査を通過した提案は、コミュニティ内でのレビューを受ける。レビュー期
間は、提案内容のインパクト（既存データへの影響度合）によって、30日間/60日間/90日間に区分される。また、
アクセプトされた提案は、1月～2月頃にCEDSの次期バージョンに反映される（2020年以降は毎年更新を実施）。

2.1.1 文献調査（結果）

申請主体による
既存ユースケースの確認

ユースケースの提出

CEDSチーム（事務局機
能）等と連携し
正式な提案を策定

コミュニティ内での
ユースケースレビュー

Step１

Step2

Step3

Step4

次回の更新に反映

CEDSチームにて審査通過した提案の
コミュニティ内でのレビューが開始

レビュー期間後、提案がアクセプトされ、
CEDSの次期バージョンに追加

提案後に毎月第1月曜日に開催される
コミュニティミーティングにて提案内容を共有

レビュー期間は、提案内容の性質によって異なる
• CEDS以外の標準化団体によって決定された標準を
ベースに作成された更新：30日間

• 既存のシステム内の既存データに影響を与えない更
新：60日間

• 既存のシステム内の既存データに影響を与える更
新：90日間

• レビュー中に異議申し立てを受けた場合は、レ
ビューを一時停止する

• 異議申し立てを行った者の主体的な協力の元、提案
内容の再検討を実施する

• 異議申し立て者が再検討に対して非協力的な場合は、
異議申し立ての権利を失う場合もある
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 ステークホルダーによるユースケースの提出（申請サポートや提出内容の審査）を担当するCEDSのサポート
チームのリーダーは、NCES※の人材が務めている。

※NCESは、幼児期から成人教育までの米国の教育状況に関するデータを収集、分析、報告する責任を持つ連邦統計機関である。

2.1.1 文献調査（結果）（参考）米国CEDSのサポートチームのリーダー：NCES

引用元： CEDS Community Events Website 
https://ceds.communities.ed.gov/#program
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 CEDSのユーザーの割合は、以下のグラフの通りである。行政機関や教育機関、ベンダーを中心に、幅広いス
テークホルダーがCEDSに参画している。

• 行政機関（State Education Agency）：25.7%
• 高等教育機関（州立大学・私立大学等：Institution of Higher Education）：14.3%
• ベンダー：14.1%

2.1.1 文献調査（結果）（参考）CEDSの利用者

引用元： CEDS Tool Usage
https://ceds.ed.gov/statistics.aspx



182.1.1 文献調査（結果）

 標準化を進めるにあたっては、他領域の規格との相互の整合性を確保しつつ、標準化の策定・更新全体のガバナ
ンスを取ることが求められる。官民連携による標準策定・更新を進めるための体制構築の在り方として、オランダ
edustandaardの策定・更新体制やプロセスを参照した。

 下記はedustandaardの策定・更新体制であり、標準化協議会（全体の意思決定）、評議会・諮問機関（全体整合
性等の提言）、ワーキンググループ（個別テーマに関する検討・提案）、事務局によって構成される。

標準化協議会
（STANDAARDISARIERAAD）

事務局
（BUREAU EDUSTANDAARD）

情報連携ワーキンググループ
評議会・諮問機関

（ARCHITECTUURRAAD）

ワーキンググループ
（Werkgroupen）

IBPワーキンググループ

etc…

相互に助言・説明責任を果たす提言

相互に助言・説明責任を果たす

オランダ edustandaardの体制（抜粋）

作業依頼

全体の意思決定

全体整合性等に関する
アドバイス

全体計画策定
技術・事務面のサポート

規格の策定・提案

引用元： edustandaard organisatie
https://www.edustandaard.nl/over-edustandaard/



192.1.1 文献調査（結果）

 また、オランダedustandaardの標準策定・更新のプロセスは以下の通りである。
• 新たな標準規格の検討にあたっては、ワーキンググループや外部団体からの提案を受け、事務局との協議によって標準化の必
要性や導入可能性が検討される。標準化を進めることになった場合には、ワーキンググループで規格を具体化した後、評議
会・諮問機関の検証、標準化協議会での承認を経て、標準規格が策定される。

オランダ edustandaardのプロセス

ワーキンググループや外部団体より、
事務局が新たな規格や企画修正の提案を受領

（標準化プロセスに進んだ場合）ワーキンググループや
評議会・諮問機関にて、具体的な検討を実施

事務局が提案内容を精査し、標準化の是非や、標準化を
進める場合に対応すべきワーキンググループを検討

標準化協議会が最終的な判断（意思決定）を実施

Step１

Step2

Step3

Step4

引用元： edustandaard organisatie
https://www.edustandaard.nl/over-edustandaard/
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 経済産業省は、消費者の利便性向上や市場創出・安定を目的として、日本の国家標準であるJIS規格の運用・管理
を中心として、工業やサービス・マネジメント分野、社会システム分野等における標準化活動を推進している。

 一般的に標準の策定プロセス（策定主体）に着目した場合、標準は「デジュール標準」「フォーラム標準」「デ
ファクト標準」の3つに類別される。経済産業省では、政府や国家間、標準化機関における合意を経て制定される
公的な標準であるデジュール標準の作成に主に関与している。

2.1.1 文献調査（結果）

引用元：経済産業省 標準化ビジネス戦略検討スキル学習用資料
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/business-senryaku/pdf/001.pdf
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 一般的に、規格制定を実現するには、開発する規格のルールに応じて、内容を⽂章化し、当該⽂書について利害
関係者からコンセンサスを得る必要がある。

2.1.1 文献調査（結果）

 工業分野等では、規格の原案作成を業界団体などが担当している場合が多く、業界団体などが内部でコンセンサ
スを取得した内容が規格審議に持ち込まれる。

引用元：経済産業省 標準化ビジネス戦略検討スキル学習用資料
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/business-senryaku/pdf/001.pdf
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 JISの制定プロセスにおいては、JISの開発及び利害関係者との調整は原案作成委員会によって実施され、当該委
員会において規格原案のコンセンサスが取得される。

 原案作成委員会の委員には、①生産者 ②使用・消費者 ③中立者 に属する人々がそれぞれ含まれるようにし、か
つ①②③に属する委員の人数が、原案作成委員会に属する委員の人数の半数を超えないようにすることが定めら
れている。

• 自社の競合や反対意見を有するものを原案作成委員会から排除できないような仕組みが構築されている。

2.1.1 文献調査（結果）

①生産者

②使用・消費者

③中立者

※いずれも過半数未満

引用元：経済産業省 標準化ビジネス戦略検討スキル学習用資料
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/business-senryaku/pdf/001.pdf
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 また、原案開発を担う（業界団体等の）主体が存在しない場合には、経済産業省の支援制度である「新市場創造
型標準制度※」を活用することで、新規に原案作成団体を立ち上げJISの制定を進めることが可能。

※既存の業界団体等では対応が出来ない、複数の関係団体にまたがる融合技術・サービスや特定企業が保有する先端技術等に関する標
準化を可能とするため、新規の原案作成委員会等の立ち上げを後押しする制度。

2.1.1 文献調査（結果）

引用元：経済産業省 標準化ビジネス戦略検討スキル学習用資料（https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/business-senryaku/pdf/001.pdf）
経済産業省 新市場創造型標準化制度の概要（https://webdesk.jsa.or.jp/pdf/dev/md_6481.pdf）
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 その他具体的な標準の策定体制・プロセスのインプット事例として、TTC（国内の情報通信ネットワークに関す
る標準化団体）の取組みを参照。

 TTCは会員制度を採用しており（情報通信分野やIT関連企業等が参加）、会員になることで下記の専門委員会へ
の参画（専門委員会・サブワーキングへは随時登録申請が可能）や、セミナー・イベント等会員企業同士の交流
プログラムに参加することが可能となる。

2.1.1 文献調査（結果）

TTC専門委員会の構成
※５つの技術領域に対し、18の専門委員会があり、最新の技術分野・テーマについ
て情報収集を行うとともに、標準化に関連する議論（標準案の作成含む）を実施

引用元：一般社団法人情報通信技術委員会HP
https://www.ttc.or.jp/activities/wg
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引用元：一般社団法人情報通信技術委員会HP
https://www.ttc.or.jp/activities/e_vote

 TTCでは、四半期毎に開催される標準化会議にて標準が制定される。標準化会議では、会員の代表である標準化
会議委員が投票を行い、提案された標準案の採否が決定される。

2.1.1 文献調査（結果）

手続きについては、最低60日を確保
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事例 具体的な取組み 示唆

CEDS

ユースケースをステークホルダーから募り、包括的なコ
ミュニティで議論した結果を、標準の策定・更新に反映さ
れる体制が構築されている。

教育データ標準において、より活用ニーズが高く普及
が期待される項目の策定を進めることを企図し、
CEDSに倣って、標準化のユースケースを募るチームを
設置し、ステークホルダーから広く収集する体制を構築
することが想定される。

ユースケースを提出するまでに、重複するユースケースの
存在や既存の標準での定義有無について、申請主体が確認
するステップが設けられており、事務局の負担を抑え効率
的にレビューができる仕組みが構築されている。

ステークホルダーから提出されたユースケースをHP上
で公開し、重複するユースケースの提出を抑えることが
想定される。

GitHub上で、新たな要素に関する提案のテンプレートを公
開している。

CEDSが提供しているテンプレートの形式（提案内容
、背景となる情報、ユースケースとの関係、他の標準
に関する情報等）を参照し、標準化項目の要件整理方
法を検討することが想定される。

正式な提案を行うために、複数の組織の協力によって提案
内容の検討や関連する協力者の確保が行われた上で、定め
られたテンプレートに沿って提案書を提出する仕組みを整
備しており、提案内容の質や形式の正確度が担保されてい
る。

ユースケース提出の際の、CEDSの複数の組織間の連携
の在り方を参照することで、複数の事業者や異なるセ
クター間の連携が行われ、安定的・効率的な標準化策
定体制に繋がると想定される。

事務局機能を有するCEDSチームの審査を通過した提案は、
コミュニティ内でのレビューを受ける。レビュー期間は、
提案内容のインパクト（既存データへの影響度合）によっ
て、30日間/60日間/90日間に区分される。また、アクセプ
トされた提案は、1月～2月頃にCEDSの次期バージョンに
反映される。

関係者へ広く実施するレビューにおける期間の長さにつ
いて、一律でなく提案内容のインパクトによって区分
されることを参照することで、効率的な標準化策定期
間に基づくプロセス構築に繋がると想定される。

 文献調査で扱った事例から、弊社として教育データ標準の策定・更新体制に取り入れることができると考える点
を、例として下記の通り整理した。

2.1.1 文献調査（結果）
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事例 具体的な取組み 示唆

edustand
aard

標準化協議会（全体の意思決定）、評議会・諮問機関（全
体整合性等の提言）、ワーキンググループ（個別テーマに
関する検討・提案）、事務局によって、標準の策定体制を
構築している。

官民連携による標準策定・更新を進めるための体制構築
の在り方において、オランダedustandaardの体制（意
思決定、意思決定に関する助言、全体計画策定や事業
運営のサポート、規格の策定を担う計4主体を、必要な
主体として構成される）を参照することが想定される。

経済産業省
「デジュール標準」「フォーラム標準」「デファクト標
準」の3つに類別される標準のうち、経済産業省では、政府
や国家間、標準化機関における合意を経て制定される公的
な標準であるデジュール標準の作成に主に関与している。

これら標準タイプのうち、コンセンサスを取りつつ策
定を速やかに進める観点から、フォーラム標準（標準
化に関心を有する企業等が組織形成を行い、組織内の
合意で実質的な標準を作成）を念頭に置き、教育分野
における特性も踏まえ、体制・プロセスの検討を行う
ことが想定される。

 文献調査で扱った事例から、弊社として教育データ標準の策定・更新体制に取り入れることができると考える点
を、例として下記の通り整理した。（続き）

2.1.1 文献調査（結果）
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 文献調査等の結果も踏まえ、弊社として教育データ標準の策定に関して考え得るプロセスを以下に示す。
 「標準化すべき項目の選定」のプロセスは、標準化の効果や影響の範囲に直結し、その意義に大きく影響を与え
るため特に重要である 。普及が促進される標準化項目を選定するためには、学校現場、民間事業者、学識者等を
中心としたステークホルダーのニーズを把握することが重要である。

2.1.2 まとめ

標準化すべき項目の選定

• ニーズやユースケースの把握※1

• ニーズやユースケースに基づい
た項目の特定※1

• 標準化要否の確認

• 優先順位の検討

• 影響や効果の検証等

標準化すべき項目に関する作
業方針・計画の具体化

• 既存の項目や制度、周辺項目や
制度等の情報収集（国際規格、
国内規格ともに）

• 作業方針や計画の具体化

• 関係者等の洗い出し

標準化項目案の作成

• 標準化すべき項目の詳細を精査

• 内容及び技術的な標準の作成

• 関係者等のレビュー

• 関係者等のレビューを踏まえた
修正

標準化項目の公開等

• 意見募集等のプロセスor有識者
会議等の開催※2

• 意見募集等のプロセスor有識者
会議等を踏まえた修正※2

• 公開

• 周知・広報

教育データ標準化の策定プロセス（イメージ）

 上記プロセスは、標準の策定（新規項目の作成）・更新（既存項目の修正・追加）いずれにも適用可能と想定。ただし以下の点で違いがあると思料。
※ 1：策定の場合はニーズやユースケースを元に検討が開始されるが、更新の場合は更新の必要性を生じさせるイベント（新学習指導要領公開等）を起点に検
討が開始される。

※ 2：更新の場合は、それまでの策定過程で十分な意見が収集されている可能性もあり、公開に当たって意見募集等のプロセス・有識者会議等の実施をするか
否かは、割くことの出来得るコスト・人的リソース等も踏まえ、都度判断が求められると考えられる。



29

 文献調査等の結果も踏まえ、弊社として考える、教育データ標準の策定・更新を推進する体制の在り方の整理を
以下に示す。以下のような役割を担う複数の関係者が協議を重ねること、および策定プロセスの検討結果と同様
に、ステークホルダーより教育データ標準を活用し実現したい世界観や標準化が望まれる項目等、期待感やニー
ズを効率的に連携できる窓口が設置することが重要と考える。

 ただし、前述のプロセスを誰がどのように担うかの具体設計も含め、体制の在り方は継続した議論が求められる。

2.1.2 まとめ

標準の策定・更新体制（基本形・イメージ）

公的機関（文部科学省など）

事務局
（委託先、業界団体、
その他標準化団体等）

様々な学習リソース等※を
開発・運用する民間事業者等の

システムエンジニア

様々な学習リソース等※を
開発・運用する民間事業者にて
意思決定を担う立場にある方、
教育現場でデータ利活用を
実践する自治体関係者、

教育データ利活用・標準に関わる
学識者、業界団体に所属する有識者

意思決定

策定・更新の方針等に
関するアドバイス

事業運営、
意思決定サポート

標準項目の精査や
作成等

情報提供

情報収集 作業結果
返却

作業依頼

密接に連携

ステークホルダー（文部科学省、民間事業者、学識者、自治体担当者・学校現場等）

ニーズ提供

※様々な学習リソース等：デジタル教科書・教材、協働学習・授業支援ソフトウェア、各種ツール等の学習リソース及び学習ｅポータルをはじめとするハブ的機能を有するサービス等を指す



２．調査内容
2.2 普及方策に関する調査
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 教育データ標準の普及方策の検討に資する情報を収集すべく、国外の標準化の普及方策や、国内における（教育
分野以外の）標準化の普及方策を参照。

 国内外の標準化普及方策について、各方策において対象となるステークホルダー（教育分野においては、学校設
置者・事業者・研究者・行政機関・教職員）を意識しつつ整理を行った。

教育分野

非教育
分野

 CEDS（米国における教育データ標準化に関する取組み）
 Edustandaard（オランダにおける官民連携の教育データ標準化団体）の取
組み

 経済産業省における標準化・認証政策
 情報通信技術委員会（TTC）における普及方策

教育データ標準の普及方策の検討に資するインプット（例）

2.2.1 文献調査（方針）
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【標準化プロセスの可視化（スケジュールの案内）（米国 CEDS）】
 CEDSやedustandaardでは、標準の策定・更新における会議体や広報イベントの開催概要や、最新の標準策定状
況や進行中の作業について、HP内で都度案内を実施しており、標準化への関心や参加意識を高めている。

2.2.1 文献調査（結果）

米国 CEDS オランダ edustandaard

月例のレビュー会議やワーキンググループの開催スケジュー
ルを確認することが可能。また、各会議やイベントの説明や
URLも掲載されており、興味を持った会議やイベントに参加
することができるようになっている

各機関で実装された標準の変更点が整理されたページや、現
在進行中の作業が整理されたページを作成しており、誰もが
アクセスすることが可能

引用元： CEDS Community Events Website （https://ceds.communities.ed.gov/#program）
  ROSA Werkvoorraadoverzicht（https://rosa.wikixl.nl/index.php/Werkvoorraadoverzicht）

  ROSA Release notes（https://rosa.wikixl.nl/index.php/Release_notes）
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【メールマガジン・ニュースレターの発行（米国 CEDS・オランダedustandaard）】
 CEDSやedustandaardでは、メールマガジンやニュースレターを発行し、ステークホルダーに対して能動的に情
報を提供（年2～3回程度）。

2.2.1 文献調査（結果）

米国 CEDS オランダ edustandaard

開催予定のウェビナー、ワーキンググループの最新動
向などの情報を記載

年間計画や最新の策定・更新プロセスの方針など、ス
テークホルダーが把握すべき主要な情報を記載

引用元： CEDS Community Events Website （https://ceds.communities.ed.gov/#program）
  edustandaard Nieuwsberichten（https://www.edustandaard.nl/nieuwsberichten/）
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【ウェビナーの開催（米国 CEDS）】
 米国CEDSではCEDSに関するウェビナーを開催しており、CEDSの参加者は、アーカイブを閲覧することによっ
てCEDSに関する理解を深めることが可能。また、複数のテーマについてウェビナーが開催されている。

2.2.1 文献調査（結果）

CEDSの基本動向や活用可能なリソースについて ユースケースや具体的な活用方法について コミュニティへの参加方法や標準提案方法について

引用元： CEDS Gitbook （https://cedstandards.gitbook.io/ceds-gitbook） 
 CEDS Early Learning Webinar - Why CEDS（https://www.youtube.com/watch?v=6wCTh_AZsD8）
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【データマッピングツールの無償提供（米国 CEDS）】
 CEDSでは、米国内各州にて整備が進められる各自のデータディクショナリが、CEDSと対応しているかを判定す
るマッピングツールを無償で提供している。

 このツールを活用することによって、データディクショナリがCEDS標準や他の分野の標準とどの部分で一致し
ているのか、レポートを返却する。

2.2.1 文献調査（結果）

ツール活用のフロー ツール活用した際のレポート（例）

引用元： CEDS Mapping Toolkit （https://ceds.ed.gov/MappingToolkit.aspx） 
 CEDS Alignment Reports（https://ceds.ed.gov/ReportWizard.aspx）
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 経済産業省では、標準化の普及啓発活動として、下記のような取り組みを実施している。

2.2.1 文献調査（結果）

産業標準化推進月間の設置 表彰制度の運営 各種パンフレットの配布

毎年10月を「産業標準化推進月間」として定め、
ポスターの作成やシンポジウム開催等を実施

産業標準及び適合性評価活動の促進を図ること
を目的として、「産業標準化事業表彰」を毎年
実施

企業向け・一般向けに標準化に関するパンフ
レットを作成し、HP上で公開

引用元：経済産業省 標準化・認証HP（普及啓発）
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/keihatsu/index.html
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 TTC（国内の情報通信ネットワークに関する標準化団体）では、TTCの会員向け（標準化に初めて接する人材か
ら標準化の現場で活躍する人材まで幅広い人材を対象）に、標準化に関わる知識をテキストとして公開しており、
HPからダウンロードすることが可能。

2.2.1 文献調査（結果）

引用元：一般社団法人情報通信技術委員会標準化テキスト
https://www.ttc.or.jp/download_file/view/10477/924
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 背景
• 教育データ標準および普及方策における主要なステークホルダーとして、自治体・教育現場、事業者、学識者が挙げられる。
• 自治体・教育現場における教育データ利活用状況を見ると、全国各地で先進自治体が利活用事例の創出や蓄積を進めつつある
一方で、その活用対象のデータは主に当該自治体内で粒度や形式を揃えているように見受けられる。

• 上記状況を踏まえると、現時点で教育データ標準および普及方策に関する意見を伺う適切な対象として、自治体内に保有され
るデータの利活用に限らず、より広範囲なデータの利活用について関心を持っており、システム間や自治体間でデータの意味
を揃える必要のあるユースケースを検討している可能性のある事業者より意見聴取することが有効と判断し、ヒアリング調査
を実施した。

 対象事業者の選定
• 教育データ標準に特に関心のある事業者像として、複数事業者と連携してサービス展開する可能性のある事業者を想定し、業
界団体等の助言も受けながら、対象事業者を選定した。

• なお、本事業では事業期間等の制約も踏まえ、以下事業者へのヒアリングに留まった。

2.2.2 ヒアリング調査（方針）

日時 事業者名
1 2025/3/12（水）12:00-13:00 テクマトリックス株式会社
2 2025/3/14（金）14:30-15:30 株式会社COMPASS

3 2025/3/14（金）16:00-17:00 株式会社ベネッセコーポレーション
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 ヒアリング項目は以下の通り。

2.2.2 ヒアリング調査（項目）

区分 概要 備考
1 事業内容 貴社にて展開される事業について、概要を教えていただきたい 特に教育データ標準に関連ありそうな事業を中心に

ご紹介いただきたい
2 教育データ標準の認知

度
教育データ標準について、ご存知か伺いたい 「内容も含め知っている」「内容は分からないが名

称は聞いたことがある」「知らない」等
3 （ご存知の場合）教育データ標準を知った経緯について伺いた

い
「文部科学省が登壇する等の関連イベント」「教育
データ標準webサイト」「地方自治体担当者・業界
団体からの情報提供」等

4 教育データ標準のユー
スケース

教育データ標準について、活用しているか伺いたい 現在活用していなくとも、過去に活用した実績もあ
れば伺いたい

5 （活用されている場合）教育データ標準にて、活用された項目
を可能な範囲で伺いたい

（教育データ標準一覧）
a. 主体情報（学校コード）
b. 主体情報（教育委員会コード）
c. 主体情報（その他 例：児童生徒の主体情報）
d. 内容情報（学習指導要領コード）
e. 内容情報（その他 例：教科情報）
f. 活動情報（体力情報）
g. 活動情報（健康診断情報）
h. 活動情報（指導要録情報）
i. 活動情報（その他 例：在籍証明情報）
j. ユースケース（転学・進学）

6 （活用されている場合）教育データ標準を活用した事例を伺い
たい

「国・地方自治体の実証事業」「地方自治体からの
委託」等
（差し支えなければ、「実証事業名」「開発したシ
ステム名」等を伺えると幸いです）
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 ヒアリング項目は以下の通り。

2.2.2 ヒアリング調査（項目）

区分 概要 備考
7 教育データ標準におけ

る課題及び期待感
教育データ標準の活用にあたって、課題として感じている点を
伺いたい

（課題例）
a. 現在の教育データ標準に活用したい項目が含まれ

ていない
b. 教育データ標準の仕様が分かりづらい
c. 他の事業者が教育データ標準を採用しておらず、

相互に交換・分析・蓄積といった効果を実感しに
くい

d. 教育データ標準を理解するための情報が不足して
いる

e. 教育データ標準を活用したユースケースが思いつ
かない

f. 自社サービスに対する教育データ標準の適用が、
技術的に困難である

g. 教育データ標準を導入・活用する際の技術的なサ
ポートが不足している

h. 教育データ標準の活用に係るコストやリソースの
確保が困難である

i. 現行の標準項目の更新・公表時期が適切ではない
j. 自治体など委託元からの要望に上がらない

8 教育データ標準を活用する際に、期待する点を伺いたい 「自社サービスの開発コストの軽減」「社会全体で
の関連コストの軽減」「教育サービスの質向上」
「自社サービスの開発・発展にも資する学術研究の
活性化」等
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 ヒアリング項目は以下の通り。

2.2.2 ヒアリング調査（項目）

区分 概要 備考
9 教育データ標準の普及

方策
教育データ標準が今後さらに認知され、広く活用されるための
有効策について、何かお気づきの点等あれば伺いたい

＜既存項目活用/事業者向けの情報提供の量向上＞
• 情報提供の内容改善（仕様や詳細を分かりやすく
解説した資料の提供

• 情報提供の機会拡充（説明会の開催） 
• 情報提供の機会拡充（メールマガジンの発行）

＜既存項目活用/事業者向けの情報提供の質向上＞
• 提供される情報種類の拡充（教育データ標準の活
用事例の紹介）

• 提供される情報種類の拡充（テキストベースに拠
らない動画等での発信）

• 情報提供の更新頻度の拡充（更新・策定に関する
検討状況の発信）

＜既存項目活用/事業者向けのリソース提供＞
• 教育データ標準の導入・活用に関する技術的支援
の提供

• 費用負担軽減策

＜新規項目活用/事業者向け＞
• 教育データ標準に関心のある自治体関係者や事業
者、学識者等と自由に意見交換が可能なコミュニ
ティイベントの開催 

• 活用したい項目や適切な更新・公表時期等、教育
データ標準の更なる改善に関する要望を出すこと
のできる窓口等の設置

＜その他/事業者向け以外＞
• 教育データ標準についての自治体の理解を深める
ための、自治体向け情報発信の拡充

10 その他 教育データ標準について、ご意見があれば伺いたい
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引用元：ICT CONNECT 21 学習eポータル標準モデル
https://ictconnect21.jp/ict/wp-content/uploads/2024/03/learning_eportal_standard_V4p00.pdf

 教育データ標準における普及方策の現状及び課題について、今回調査できた情報の範囲で弊社にて取りまとめた
内容を示す。

策定した教育データ標準がどの程度普及しているか、現状の実態（ユースケース・活用例）の把握
 事業者ヒアリングを中心に把握を試みた結果、以下が意見として整理された。

• 教育データ標準について、ヒアリング対象の民間事業者及びその事業者に業務を発注している学校・自治体関係者では、活用
実態があまり確認できなかった

 GIGAスクール構想が進行し数年が経過した現在、学校現場においてデジタイゼーションが進んだことから、校務系・学習系等のサービ
スの普及が進み、各サービスにて活用の記録であるログが貯まりつつある

 現状は個々のサービスの利活用の普及・促進が進んでいる段階であり、データの標準化について具体的なニーズの顕在化に至っていな
い（データの種類や単位が、サービス提供者や使用者ごとに異なることの不便さが顕在化していない）と考えられる

• 一部の教育データ標準項目（学校コード、学習指導要領コード）については、活用例も含めた実態が把握できた
 学校コードは、学習eポータル標準モデルVer.4.00に規定されるように、学習eポータルとMEXCBTとの接続において、LTI v1.3 Coreの

国際標準規格に則り、デプロイメントIDに含めることがルールとして定められる。学習eポータル事業者は、この記載に基づき、対応
している模様（下図）

 一方で、ツール内で取り扱われるコンテンツと学習指導要領の対応関係の整理等の目的で教育データ標準を活用することを検討した事
業者が複数存在したものの、（特に学習指導要領コードについて）粒度が粗いことから活用に至らなかったケースが確認できた。

2.2.3 まとめ

学習eポータルとMEXCBTとの接続において、
学校コードを含めることが規定
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策定した教育データ標準がどの程度普及しているか、現状の実態（ユースケース・活用例）の把握
 （承前）

• 今後数年で、教育データ標準への関心がさらに高まる可能性がある。
 「教育データ利活用の実現に向けた実効的な方策について（議論のまとめ）」（令和6年3月教育データの利活用に関する有識者会議）

においても、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向け、「校務系データや学習系データ、行政系データなど、データ利活
用に必要な様々なデータを連携し、包括的に保管・管理する仕組み」の重要性が整理されており、今後は校務系・学習系等の各サービ
スにて蓄積されつつあるログについて、学習eポータル、ダッシュボードやデータレイク等の新たなアプリケーションを通じ、横断的
にデータを活用するニーズが学校現場にて高まることが期待される

 教育データ標準は、そうした横断的にデータを活用する学校・自治体関係者等のニーズが顕在化した際に、ニーズに応えるための基盤
となる技術規格として整理・確立されることが求められる

2.2.3 まとめ

データベース/データレイク、ダッシュボードのような横断系のサービスの開発推進のためには、
校務系・学習系間、あるいは学習系・学習系間にてシステム・データ連携が進むことが期待され、
相互に交換・蓄積・分析が可能となるようデータの意味を揃えることが重要となる

引用元：文部科学省 教育データ利活用の実現に向けた実効的な方策について（議論のまとめ）
https://www.mext.go.jp/content/20240328-mext_syoto01-000034992_1.pdf
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ヒアリング結果を踏まえた普及における主な課題および課題に対応する普及方策
ヒアリング結果を踏まえると、特に民間企業での活用が進んでいない主な理由（活用障壁となっている課題）とし
て、教育データ標準項目におけるニーズの高いユースケースが明らかになっていないことが挙げられる。
 この課題に対応するためには、ニーズの高いユースケースを収集することが重要である。ニーズの高いユース
ケースを基に標準項目を策定することで、ニーズの高い標準項目を策定することができ、標準項目の活用が促進
されると考えられる。

 具体的な普及方策として、教育データ標準に関するニーズや要望をステークホルダーから収集できる仕組みの整備
が想定される。

2.2.3 まとめ

• ヒアリング対象の民間事
業者及びその事業者に業
務を発注している学校・
自治体関係者の間では、
一部の教育データ標準項
目（学校コード、学習指
導要領コード）について
は活用例が確認できたが、
現状では十分に教育デー
タ標準が活用されていな
い

• 一方で、効率化やサービ
ス高度化の観点から、ヒ
アリング対象の民間事業
者はデータ標準活用の期
待感を有している

• 教育データ標準項目にお
けるニーズの高いユース
ケースの収集・創出が進
んでいない

ヒアリング結果によって
把握された現状

ヒアリング結果を踏まえた
普及における主な課題 課題に対応する普及方策

• ステークホルダーから、
教育データ標準を活用す
ることで実現できる世界
観や標準化が望まれる項
目などについて、ニーズ
や要望を効率的に連携で
きる仕組みの整備
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なぜ活用されるケースが少ないのか、障壁となっている課題の整理

2.2.3 まとめ

活用のニーズの高い教育データ標準項目の策定

教育データ標準の用途に関する情報整備・検討が進むことで、教育現場にて導入・活用が進むシステムやデータ
利活用の動向に沿った、よりニーズの高い教育データ標準項目の策定を進めることができると考える。

活用ニーズの高い新規のデータ標準項目の策定を進める上では、前述の通り、教育現場にて導入・活用が進む
システムやデータ利活用の動向に沿った議論が求められる。

本調査では、活用するシステムやデータの種類の違いを考慮し、大きく「教育現場における日々の学びの改善」
「教育行政の改善」に資する2つの動向があることを意識し、整理を行うことが重要とした。

事業者を対象としたヒアリング調査では、「教育現場における日々の学びの改善」を企図し、児童生徒の日々
の学びに関するデータ利活用による、児童生徒による個別最適な学びの実現に関する検討について、いくつか
情報共有があった。

また、文部科学省による教育委員会等の負担軽減に資するシステムとして運用するEduSurveyの取組も含む、
教育行政にて実施される各種調査データの利活用による、「教育行政の改善」を企図した動向についても着目
することが重要と考えた。
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なぜ活用されるケースが少ないのか、障壁となっている課題の整理（続）

2.2.3 まとめ

 教育現場における日々の学びの改善②
 個別最適な学びの実現を支援するシステム開発に必要と
される情報項目の整理
現在学習系システムを中心とする民間事業者は、各社の
開発努力により、内容情報の整備や習熟度等の評価情報
を整理している。他方、今後は児童生徒の様々な実態や
ニーズに即して、様々な学習リソース等を相互に連携し
活用することが重要であり、その連携コストを軽減・抑
制するための教育データ標準が策定されることが望まれ
る。

 教育現場における日々の学びの改善③
 最新の技術トレンドに沿った教育データ標準の項目検討
教育現場を支える様々な学習リソースは、各社の開発努力
により日々技術進展を遂げており、そのため教育データ標
準項目の策定のような議論は慎重に行う必要がある。そう
した状況の中、比較的合意形成のなされやすい可能性のあ
るテーマとして、生成AIの適切な利活用推進といった技術
トレンドが挙げられた。人間中心の利活用を基本としつつ、
誤った出力（ハルシネーション）の低減等リスク対策を企
図した、生成AIの更なる技術発展に向け、個人情報保護等
に十分配慮した教育データの利活用は重要であり、そのた
めに必要な標準項目に関する検討は、事業者横断で行われ
ることが望まれる。

着目すべき動向の一例

 教育行政の改善
 国・教育委員会等によるクラウド上での各種調査の実施に伴
う、行政データ同士の連携を企図した標準項目の検討
昨今、文部科学省では、教育委員会や学校等を対象とした
調査において、教育委員会等の負担軽減にも寄与する仕組
みとして、EduSurveyの開発・運用を実施している。また、
GIGAスクール構想の推進により、各地の教育委員会にお
いて、クラウド上で各種調査を実施・集計する事例も増え
つつある。こうした行政による各種調査のデジタル化の動
向も踏まえ、今後は各所で収集される行政データ同士を紐
づけ、今まで以上に各学校の状況を多面的に把握すること
を企図し、学校コード等教育データ標準に準拠する項目を
各種調査結果に含めることも一案と考えられる。

 教育現場における日々の学びの改善①
 各種システム間の連携を効率的に進めるため必要最低限
の情報項目の整理
都道府県域における統合型校務支援システムの調達が進
行しつつあることによる新旧システムの移行が進むこと
を踏まえ、複数事業者同士で協議しながら、学校現場の
ニーズに沿ったシステム開発を進めるケースが増えてい
る。特に事業者同士の協議を効率的に進めるためには、
共通言語とできるような、各システムにて取り扱いが最
低限求められる情報項目（≒活用ニーズの高い教育デー
タ標準項目）が整理されていると望ましいという声が
あった。
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課題解決に資する普及方策案の整理

2.2.3 まとめ

データ標準に関するニーズ収集可能な体制構築

 教育データ標準の更なる普及を企図すると、ステークホルダーの活用を促すような情報、および活用したいと感じる策定項目が充
実されることが望ましい。

 よって、2.1.2にて述べたように、教育データ標準の策定・更新の体制の在り方として、ステークホルダーより教育データ標準を
活用し実現したい世界観や標準化が望まれる項目等、期待感やニーズを効率的に連携できる仕組みがあると望ましいと考えられる。

普及方策案の具体（イメージ）

 意見収集の仕組みをより広範に、かつ効率的に出来得る方
法を検討することが望ましい。

 前述のコミュニティ運営等に加え、より広くステークホル
ダーからニーズを収集する仕組みを構築することで、教育
データ標準の議論における透明性の担保に資するとも考え
られる。

 また先述の通り、「教育行政の改善」や「教育現場の日々
の学びの改善」など、標準のそれぞれの目的に沿ってニー
ズ収集を行うことも重要と考えられる。

事務局
（委託先、業界団体、
その他標準化団体等）

事業運営、
意思決定サポート

ステークホルダー（文部科学省、民間
事業者、学識者、自治体担当者・学校

現場等）

ニーズ提供
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課題解決に資する普及方策案の整理

2.2.3 まとめ

 教育データ標準の更なる普及を企図すると、ステークホルダーの活用を促すような情報、および活用したいと感じる策定項目が充
実されることが望ましい。

 よって、2.1.2にて述べたように、教育データ標準の策定・更新の体制の在り方として、ステークホルダーより教育データ標準を
活用し実現したい世界観や標準化が望まれる項目等、期待感やニーズを効率的に連携できる仕組みがあると望ましいと考えられる。

 ニーズ収集の具体策を検討する上では、米国CEDSの事例
が参考になると考えられる。

 米国CEDSでは、CEDSのコミュニティメンバー（無償で
参加可能）であれば誰でも、追加・更新を期待する標準項
目について提案することができ、かつ提案書がテンプレー
ト化されている。

 テンプレート化されていることで、ニーズ収集後の情報の
精査がしやすくなっており、CEDSとして提案項目を真に
追加・更新すべきか、複数関係者間で議論しやすくなって
いると考えられる。

 教育データ標準も、ニーズ収集の際のテンプレートを定義
し、情報収集の効率化を図ることが有効と考えられる。

 ただし、米国CEDSのテンプレートは、既存の標準規格と
の整合性、あるいは既存の標準規格との明確な区別等の観
点での考察が求められる。教育データ標準にて、テンプ
レートの公開の際には、併せて、ステークホルダー側がテ
ンプレートの記載のためにある程度必要な情報を発信して
いることが望ましい。

普及方策案の具体例（イメージ）

データ標準に関するニーズ収集可能な体制構築
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引用元：CEDS Open Source Community (GitHub)   
https://github.com/CEDStandards

課題解決に資する普及方策案の整理（データ標準に関するニーズ収集可能な体制構築に関係する参考資料）

2.2.3 まとめ

ユースケースに関する情報
（リポジトリ/番号/タイトル）

提案内容
（要素名/定義/形式/注意点等）

背景となる情報
（要素名や定義等の決定方法、

関連するWebサイト
や標準化団体のリンク等）

提案するソリューション
とユースケースの関係

（元々のユースケースの課題
及び提案がその課題

をどのように解決するか）

他の標準に関する情報
（既存の標準の再発明
でないことを説明）

米国CEDSにおける新たな標準項目に関する提案の際に使用するテンプレート

相互運用標準モデル、国際標準規格等
の他標準規格との関係性

システムアーキテクチャ上の整理と併せた
教育データ標準の活用用途に関する
情報整備・検討の深化

活用ニーズの高いデータ標準項目の策定の
検討の材料として、教育現場にて導入・活
用が進むシステムやデータ利活用の最新動
向（各種システム間の効率的な連携等）

仮に右記テンプレートを国内で導入する際に記入者にとって
さらに発信が期待されると考えられる情報項目（例）
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